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各      位 
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株式会社図研との資本業務提携 

および主要株主の異動に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日の取締役会において株式会社図研（以下「図研」といいます。）との間で業務提携

を行うことを決議するとともに、資本提携を行うことを決議いたしました。これに伴い、同社は

主要株主に該当することとなりましたので、併せて下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ．資本業務提携 

１． 資本業務提携の理由 

当社は、製造業向けの基幹業務システム（ERP）の構築・導入サービスを事業の柱とし、関連

するシステム製品の開発と販売、およびITソリューションの提供で豊富な実績があります。 

図研は、製造業向けの設計・製造支援（CAD/CAM）および製品情報の管理に関するソリューシ

ョンの提供において日本をリードしています。 

当社が得意とする生産、販売、原価管理などのビジネス関連情報を扱う広い意味での生産管

理システムと、図研が得意とする設計支援や製造データ作成などのシステムは、今日の製造業

向け情報システムの中で極めて重要な役割を演じているIT分野です。製造業の業務を更に効率

化、高速化、高度化するには、それらシステムの有機的な連携が必要であると考えられていま

す。 

このたびの当社と図研の資本業務提携は、製品設計から生産、販売、原価管理に至る製造業

向けシステム分野でより高品質な製品とサービスを開発、提供することが目的です。製造業向

けのITソリューションで共に豊富な実績とノウハウを持つ両社が、互いの製品を連携し、得意

技術を組み合わせることにより、新たなソリューションを開発、提供してまいりたいと考えて

おります。 

 

２．資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容 

生産管理システム分野に強みを持つ当社と、製品情報管理システムに強みを持つ図研が、製

品設計から生産、販売、原価管理に至る製造業向けシステム分野で、各社のシステム製品の連

携機能と新製品の開発、および関連サービス開発を行い、提供価値と業容の拡大を図ります。

これに伴い、合弁会社を設立する予定です。 
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（２）資本提携の内容 

図研は、本日付で当社親会社である東洋エンジニアリング株式会社およびその他の当社大株

主より、当社株式 840,000 株（発行済株式総数の 14.0％）を立会外取引により取得します。 

 

３．資本業務提携の相手先の概要 
（１） 名 称 株式会社図研（東証一部 6947） 
（２） 所 在 地 神奈川県横浜市都筑区荏田東二丁目 25 番 1 号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 金子 真人 

（４） 事 業 内 容 
製造業における設計・製造の効率化・最適化を支援するソリュー

ションの提供、コンサルティング、各種 IT システムの開発、販売、

サポートなど 
（５） 資 本 金 10,117,065,000 円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 51 年 12 月 17 日 

（７） 

大株主及び持株比率 
（平成 26年 9月 30日

現在） 
 

金子真人  
金子真人ホールディングス株式会社  
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  
日本生命保険相互会社 
和田扶佐夫  
金子みね子  
ビービーエイチ ビービーエイチ テイーエスアイエー 
ノムラ フアンズ アイルランド ピーエルシー ジヤパン 
ストラテジツ  
（常任代理人 株式会社三菱東京 UFJ 銀行） 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社  
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラ

ーアカウント 
（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ

ニー505041 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）  

19.34％ 

13.92％ 

8.44％ 

3.10％ 

2.96％ 

2.49％ 

 

 

2.00％ 

 

1.78％ 

 

1.58％ 

 

 

1.35％ 

 

（８） 上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係 

資本関係・人的関

係 ・ 取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、顧客への提案活動

にあたり協業関係がありますが、記載すべき取

引関係はありません。資本関係・人的関係もあ

りません。 
また、その他、当社ならびに当社の関係者およ

び関係会社と当該会社ならびに当該会社の関

係者および関係会社との間に、特筆すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

関連当事者には該当しておりません。また、当

該会社の関係者および関係会社は、当社の関 
連当事者には該当しておりません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 
決算期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 

 連 結 純 資 産 28,370 百万円 28,254 百万円 27,680 百万円 
 連 結 総 資 産 38,270 百万円 37,098 百万円 38,846 百万円 
 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,201.29 円 1,199.22 円 1,173.84 円 
 連 結 売 上 高 18,254 百万円 17,887 百万円 19,772 百万円 
 連 結 営 業 利 益 882 百万円 354 百万円 630 百万円 
 連 結 経 常 利 益 982 百万円 489 百万円 848 百万円 
 連 結 当 期 純 利 益 1,768 百万円 304 百万円 466 百万円 
 １株当たり連結当期純利益 76.07 円 13.08 円 20.08 円 
 １ 株 当 た り 配 当 金 24.0 円 14.0 円 14.0 円 
 
４．日程 

（１） 取締役会決議日  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

（２） 業務提携契約書の締結日  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

（３） 図研による当社株式取得日（予定日）  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

 
５．今後の見通し 

当資本業務提携による平成 27 年 3 月期の当社連結業績への影響はありません。 
なお、次期以降の当社グループの業績に与える影響は現時点では精査中であり、開示すべき

事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 
 
 
Ⅱ主要株主の異動 
１．異動が生じた経緯 
  当資本業務提携にあたり、上述のとおり、図研が当社親会社である東洋エンジニアリング株

式会社およびその他の当社大株主より、本日付で当社株式 840,000 株を取得することとなりま

した。これに伴い、図研は当社の主要株主に該当する見込みです。 
 
２．新たに主要株主となる図研の概要 
  上述「Ⅰ．３．資本業務提携の相手先の概要」をご参照ください。 
 
３．異動前後における図研の所有する議決権の数（所有株式数）および総株主の議決権の数に対

する割合 

 議決権の数 
（所有株式数） 

総株主の議決権の 
数に対する割合※ 大株主順位 

異  動  前 
（平成 26 年 12 月 19 日取引前） ― ― ― 

異  動  後 
（平成 26 年 12 月 19 日取引後） 

8,400 個 
（840,000 株） 14.0％ 第 2 位 

※ 上記、「総株主の議決権の数に対する割合」は、平成 26 年 9 月 30 日現在の議決権数を基準としておりま

す。議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数は 1,200 株です。 
平成 26 年 12 月 19 日現在の発行済株式総数         6,000,000 株 

※ 大株主順位は平成26年9月30日現在の株主名簿に当異動等を考慮したものです。 

 
４．異動予定年月日 

平成 26 年 12 月 19 日（金） 
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５．今後の見通し 

当異動による平成 27 年 3 月期の当社連結業績への影響はありません。新たに主要株主とな

る図研との協力関係を強化して参ります。 
なお、当資本業務提携による業績への影響につきましては、上述「Ⅰ．５．今後の見通し」

をご参照ください。 
以 上 

 
 

（参考）当期連結業績予想（平成 26 年 10 月 30 日公表分）および前期連結実績 
（単位：百万円） 

  連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 
（平成 27 年 3 月期） 11,700 200 190 70 

前期連結実績 
（平成 26 年 3 月期） 12,635 509 517 249 
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